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沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会  

とりまとめ 

 

平成 28 年 8 月 

 

１．検討趣旨 

 

高レベル放射性廃棄物の地層処分については、平成 27年 5月 22日に閣議決定された特定放

射性廃棄物の最終処分に関する基本方針において、国が科学的により適性が高いと考えられる地

域（科学的有望地）を示す等の取組が示された。科学的有望地の具体的要件・基準については、

総合資源エネルギー調査会地層処分技術ワーキンググループ（以下、「技術ＷＧ」という。）におい

て検討が進められ、平成 27 年 12 月には、それまでの議論の成果が中間整理として公表された。

中間整理では、「適性の低い地域」を除いた上で、廃棄物の輸送時の安全性の観点から、沿岸部

（島嶼部や海底下を含む）を「より適性の高い地域」とするとの考え方が示されるとともに、沿岸部に

おいて期待される一般的な特性や事業を進める上での留意事項が示され、この点について「技術

的信頼性を更に向上すべく、取り組むべき課題を抽出・整理すること」および「専門家を交えた具体

的な検討を進めて行くこと」が重要であると指摘された。一方、並行して審議が進められている総合

資源エネルギー調査会放射性廃棄物ワーキンググループにおいても、沿岸部にどのような一般的

特性や課題があるのかを含め、丁寧な説明が必要との指摘があった。 

本研究会は、こうした経緯を踏まえ、学識者、原子力発電環境整備機構および基盤研究開発機

関等1の参加を得て、沿岸海底下を含む沿岸部において地層処分を実施する場合を想定した沿岸

部の特性の整理および技術的対応可能性の検討を関連する研究成果等を踏まえて行うとともに、

技術的信頼性を更に向上させるために取り組むべき課題を抽出・整理し、それらを効率的かつ着

実に実施するための進め方を検討するために、平成28年1月から計3回の議論を行った。以下で

は、これらの検討の成果を提示する。 

 

（注）検討対象とする地理的範囲（図１） 

本研究会において、地層処分場の地下施設が設置される可能性がある地理的範囲として、沿岸

部の陸域側は輸送の観点から海岸線より 20km 程度以内2を、沿岸部の海域側は工学的対応の観

点から海岸線から 15km 程度以内3を検討範囲の目安とした4。  

                                                   
1 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、国立研究開発法人海洋研究開発機構、公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センタ

ー、国立研究開発法人産業技術総合研究所、一般財団法人電力中央研究所、国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構。 
2 科学的有望地の要件・基準に関する技術ＷＧにおける中間整理（平成 27 年 12 月）。 
3 これまでの標準的な検討例では、深度 1,000m の地下施設へのアクセス斜坑の延長は、斜度 10%で 10km、7%で 14km である。この程度ま

でであれば、建設、換気、避難などについて大きな追加的対応は必要ないと考えられる。 
4 沿岸海底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会（第 2回）、資料 4、p.2 参照。実際の調査・評価範囲はこの範囲を超える

可能性がある。 
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図１ 沿岸部における地下施設設置のイメージ（第２回研究会資料４．を一部修正） 

 

 

２．沿岸部の特性 

 

地下深部の地質環境には、①閉じ込め機能（放射性物質の溶出抑制と移行抑制のバリア機能）

と②物理的隔離機能として、下記のような役割が期待される（核燃料サイクル開発機構，1999a）。 

①閉じ込め機能 

・人工バリア設置環境：人工バリアが十分な性能を発揮するために、周辺の地下水や岩盤の性

質が人工バリアの品質維持にとって好ましく、それが長期にわたって安定していること。 

・天然バリア：放射性核種が地質環境中に移行した場合でも、地下水自体の動きが緩慢である

ことによって、また、移行経路となる岩盤の割れ目や粒子間の間隙中における鉱物などとの

相互作用によって、核種の移行が遅延され、あるいは移行する過程で核種が分散、希釈さ

れること。 

②物理的隔離機能 

・廃棄物を物理的に隔離すること。特に、人間の生活環境との間に長期にわたって十分な距離

を維持すること。 

上記①および②の機能に関し、以下では、沿岸部で特に考慮すべき特性を整理する。整理にあ

たっては、沿岸海底下等に関する研究開発等の経験を持つ原子力発電環境整備機構および基

盤研究開発機関等の研究開発成果や知見等を踏まえた。 

 

２．1 閉じ込め機能について 

２．１．１ 検討項目の抽出 

沿岸部の地下においては、塩淡境界6が存在する。また、海水準変動7により海岸線の位置が移

動することで塩淡境界の位置が変化するとともに、海面の高さが変わることで地下水の動水勾配が

変化する。 

                                                   
6 塩水と淡水との密度差や濃度差によって形成される境界で、沿岸部特有の現象。 
7 陸に対する海面の相対的な高さが変化する現象。 
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閉じ込め機能としては、熱環境、力学場、水理場（地下水の動き）、化学場（地下水等の化学的

組成）のそれぞれの地質環境特性を考慮する必要があるが、このうち、水理場と化学場はそれらが

塩淡境界の形状等に影響を与えるとともに、海水準変動により変化することから、沿岸部において

考慮すべきと考えられる。一方、熱環境と力学場は、沿岸部と沿岸部以外とで特性が大きく異なる

ものではないと考えられる。また、断層活動については、断層のずれに伴う透水性の増加が考えら

れ、水理場の長期安定性への影響要因であるが、断層の分布の特徴が沿岸部と沿岸部以外とで

大きく異なることはないと考えられる。 

以上から、沿岸部の地質環境において検討すべき項目として、海水準変動、塩淡境界、水理場

および化学場を抽出した。 

 

２．１．２ 海水準変動、塩淡境界、水理場、化学場の特徴 

（1）海水準変動 

○約 10 万年周期の気候変動による陸氷の拡大と縮小にともなって主に変化すること。 

海水準は、現在に比べて+5m～-120m 程度の範囲で変動する（核燃料サイクル開発機構, 

1999b）。現在は、最終氷期の後の温暖な時期であり、海水準が比較的高い時代である。過去

（最終氷期）には、数年から数十年で起こる急激な年平均気温の変動が知られており、地球温

暖化より一桁速い気温上昇も経験しており、その際の環境変動を調査することによって人為的

な温暖化による影響を保守的に見積もることができると考えられる（核燃料サイクル開発機構, 

1999b）。なお、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書（例えば、IPCC，

2013）のシナリオによれば、今世紀末の世界平均の気温変化は 0.3～4.8℃の範囲、海面水位

の上昇は 0.26～0.82m の範囲となる可能性が高いとされており、この核燃料サイクル機構

（1999b）の考え方を覆すものではない。 

○海面低下により大陸棚の多くが陸化すること。 

日本周辺の大陸棚の分布は、日本海南縁部と北海道北部周縁で広く、北海道渡島半島西

岸や富山湾周辺、房総沖から紀伊半島周辺の本州南岸で狭いものの、大陸棚の幅は日本列

島周辺で 20～30km 前後である（米倉ほか編，2001）。 

○海水準変動に伴い海岸線が移動することにより、塩淡境界の位置が変化すること。 

海面変化や海岸線の移動の理解には海底地形を把握することが重要である。海底地形に

ついては、日本列島の沿岸海域で網羅的にデジタルデータ（例えば、一般財団法人日本水路

協会作成「海底地形デジタルデータ」）が整備されている。 

また、海水準変動により変化する塩淡境界の分布・形状はその場の水理地質条件（地質が

有する透水性）が影響する。その基礎情報となる地質については、国立研究開発法人産業技

術総合研究所により 100 万分の 1および 20万分の 1などの海底地質図または表層堆積図が

全国的に整備されている。陸域と海域の間に地質図の空白域があるが、海陸シームレス地質

図として連続的に把握した事例がある（例えば、産業技術総合研究所, 2010）。 

 

（2）塩淡境界 

○陸域からの地下水の動水勾配が大きいと、淡水地下水は海中へ湧き出すとともに、層状に堆
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積した沿岸部では、一般に下層の塩淡境界の方が海側へせり出すこと（Reilly and Goodman, 

1985)。 

○水平の堆積岩からなる沿岸部では塩化物イオン濃度の高い地下水がくさび状に何層にも入り

込んでいること(Lusczynski and Swarzenski, 1966)。 

○塩淡境界より深いところでは、地下水の流動が遅く、化石海水8が残留していることが想定され

ること。 

 

（3）水理場 

○動水勾配は地形に依存する（低地は山地の 1/8 程度9）ことから、沿岸部では概して地形の起

伏が小さいため動水勾配が小さい（地下水流動が緩慢）と想定されること。なお、海底下の場

合は水面勾配がないため、動水勾配は極めて小さい。 

○化石海水が残留する領域は、長期にわたって地下水の流動性が低く、拡散支配の場（物質の

移動が遅い）と考えられること10。 

 

（4）化学場 

○沿岸部において、塩水が淡水の領域に侵入あるいは潜り込むように分布する塩淡境界周辺の

塩水系地下水の起源は主に海水であること。 

○海水を起源とする地下水は、Na+、Cl-、K+、Ca2+、Mg2+、HCO3
-、SO4

2-に富むこと。このため、人

工バリアへの影響を考慮する必要がある。 

○塩淡境界において、淡水と海水の間では塩分濃度が連続的に遷移する領域が発達している

こと。 

○化石海水を含む海水を起源とする地下水の組成は、淡水系地下水と海水の混合量比に依存

すると想定されること。 

 

２．２ 物理的隔離機能 

２．２．１ 検討項目の抽出 

物理的隔離機能に影響を与える可能性がある自然現象としては、隆起・侵食（沈降・堆積）や火

山活動等が考えられる。沿岸部では、海水準変動により海面の高さが変わることで侵食や堆積が

進む。他方、火山の分布の特徴は沿岸部と沿岸部以外とで大きく異なることはないと考えられる。

特に 10 万年程度の時間スケールでの侵食の評価には、隆起・沈降運動と海水準変動を考慮する

必要があることから、沿岸部について検討すべき項目として、隆起・侵食（沈降・堆積）を抽出した。 

 

２．２．２ 隆起・侵食（沈降・堆積）の特徴 

（1）侵食に係る主な特徴 

○河川による下刻（線的侵食）と波浪による海食（面的侵食）が進み、線的侵食は、深度方向へ

                                                   
8 地層に閉じ込められた古い時代の海水。 
9 第 2次取りまとめ（核燃料サイクル開発機構，1999a）によれば、地形分類で整理した動水勾配（井戸の地下水位データから算出）は、

山地が 0.061、低地が 0.008 である。 
10 千葉県茂原地域や北海道幌延地域では、化石海水の特徴を有する地下水が存在している（核燃料サイクル開発機構，1999a；太田ほか，

2007）。 
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の侵食として重要であること。 

○線的侵食は、侵食基準面である海面に向かって進むことから、10 万年程度の時間スケールの

線的侵食量の見積りには、隆起・沈降（後述）に加えて、海水準変動、特に海面低下の影響を

考慮する必要があること。 

○海水準変動による海面低下に伴って、現在の沿岸部海域の海底が陸化して線的侵食が生じ

ること。なお、海底地形や沖積層基底面分布に基づいて、現在の海岸線付近において最大下

刻量を把握することが可能である（例えば、幡谷ほか，2016）。 

 

（2）隆起に係る主な特徴 

○沿岸部では隆起に伴い海成段丘が形成されること。 

○海成段丘の分布と形成年代から、最近約 10 万年間の平均隆起速度を算出可能であること。

小池・町田編（2001）や地質環境の長期安定性研究委員会編（2011）により、沿岸部陸域の過

去 10 万年間の平均的隆起速度が全国的に把握されている。これらの資料によれば、沿岸部

でもそれ以外でも隆起速度分布は同様の傾向であり、沿岸部陸域でも、0.3mm/年以下の地

域が比較的多く見られる。ただし、地域性があることにも留意が必要である。 

 

（3）平野における沈降・堆積の特徴 

○日本の主要な平野は地形的に低地であり、その地下には新第三紀以降の厚い地層が分布し

ているところが多いこと（小池・町田編，2001）。このような地域は新第三紀以降長期的には沈

降地域とみなせるが、海成段丘の発達が見られるなど、第四紀の後期に隆起に転じた地域も

ある。 

 

２．３ 沿岸部の特性のまとめ 

以上のとおり、閉じ込め機能と物理的隔離機能に関し、沿岸部で特に考慮すべき特性を整理し

た。これを受け、海域を含めた沿岸部において、閉じ込め機能や物理的隔離機能を確保できる場

所を見出せる可能性を確認するため、３．ではこれらの特性に付する技術的対応可能性について

整理する。 

 

３．沿岸部の特性を踏まえた技術的対応可能性について 

  

地層処分事業における技術的要素は、地質環境の調査・評価技術、工学的対策技術、安全評

価技術に大別することができる。それぞれに係る技術的対応可能性の検討項目を、２．で示した特

性を考慮して整理した（図２）。なお、沿岸海底下を念頭に、建設・操業時の安全性に関する工学

的対応可能性についても検討項目に加えることとした。また、沿岸部における安全確保の観点で

重要な地質環境特性およびその長期安定性に係る地質環境調査・評価、工学的対策、安全評価

についての具体的な流れや関連性を整理した（図３）。   

加えて、沿岸部における地層処分等の海外事例（例えば、Posiva, 2012a，2012b，2012c；SKB, 

2008，2011，2013，2015）（図４）や、活断層や火山・熱水活動等の国内の主な調査事例（例えば、
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杉山ほか，2013；日本原燃ほか，2015；海上保安庁，2016）、国内の沿岸部における地下利用の事

例も収集・整理した。 

以上を踏まえ、以下では、沿岸部の特性を踏まえた技術的対応可能性について、地質環境の

調査・評価技術、工学的対策技術、安全評価技術のそれぞれに係る情報を収集し整理した。 

 

 

図２ 沿岸部における技術的対応可能性検討項目の考え方（第２回研究会資料４．を一部修正） 

 

 

図３ 沿岸部における地質環境特性およびその長期安定性に係る地質環境調査・評価／工学的

対策／安全評価の流れと関連性（第２回研究会資料４．より） 

技術的対応可能性に係る検討項目

•海水域を考慮した調査方法、水深に応じた調査方法
•塩水系地下水、塩淡境界移動等を扱うモデルと解析技術

•塩水環境下における性能の確認

•比較的長いアクセス坑道および換気設備などの設計

•湧水対策 ・津波対策

•塩水系地下水、塩淡境界移動等を考慮した安全評価技術
（シナリオ構築、モデル化・解析、データベース）
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人工バリア／天然バリア／生活圏の核種移行
評価

沿岸部において特に考慮する関連事項

調査により直接的に
データを取得する項目

沿岸部で着目する特性

＊全ての項目は長期
変遷を含む
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図４ 沿岸部における地層処分等の海外事例（第２回研究会資料４．を一部修正） 

 

３．１ 地質環境の調査・評価技術 

沿岸部の地質環境において検討すべき項目（海水準変動、塩淡境界、水理場、化学場）やその

長期安定性を把握するための調査・評価技術を整理した。 

調査技術の整理の際には、沿岸部における段階的なサイト選定に係る地質環境調査で想定さ

れる調査対象を整理し、それに適用する主な調査技術を抽出した。さらに、抽出した調査技術の適

用実績等を確認した。具体的には、文献調査においては、概要調査地区として選定しようとする地

区およびその周辺の地域について、物理的隔離機能や閉じ込め機能の喪失に係る天然事象等が

調査されるとともに、地質環境特性やその長期安定性が推定される。この際、沿岸部の海陸接合

部の文献情報に空白域がある場合は、陸域と海域の文献情報から空白域における断層や地質・

地質構造の分布を推定する。概要調査や精密調査における地上からの調査段階においては、空

白域の推定結果を含む文献調査結果の確認や、地質環境特性やその長期安定性を把握するた

めの現地調査が行われる。沿岸部海域を対象とした主な調査技術として、地形調査、物理探査、

海底堆積物調査、海底湧水調査、ボーリング調査、長期地下水モニタリングを抽出し、それらの適

用性等を評価した（表１）。これらの調査技術に係る適用実績等（例えば、小野・柴田，2012；産業

技術総合研究所，2012，2015；電力中央研究所，2013）を調査した結果、沿岸部の調査について

は、内陸部で適用される技術に加えて、これまで沿岸部海域における海底地形・地質情報・活断

層等の調査や、資源探査・採掘、学術調査、地下構造物構築のための事前調査等の調査成果が

多くあり、海域の場合においても陸域での調査技術と同等の調査技術が存在していることが確認

できた。 

また、評価技術に関し、地質環境モデル構築技術について整理した。その結果、淡水系地下水

（SKB HPより）
低中レベル放射性廃棄物処分場（SFR）

使用済燃料処分場建設予定地

使用済燃料処分場予定地

（経済産業省資源エネルギー庁，2015）

(POSIVA OY HPより)

地図データ© 2016 GeoBasis-DE/BKG (©2009)
Google画像©2016 TerraMetrics

100km
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と塩水系地下水が混在する沿岸部の地質環境の特徴を扱えるとともに、その長期的な時間変遷を

考慮できるモデル化手法・解析技術（例えば、長谷川ほか，2001; 登坂，2002a，2002b；太田ほか，

2007；今井ほか，2009；小田ほか，2010；前川ほか，2010；日本原子力研究開発機構，2010；産業

技術総合研究所，2012）が整備されていることが確認できた。 

 

表１ 沿岸部海域における主な調査技術の適用性の比較（第２回研究会資料４．より） 

  

 

これらの結果から、沿岸部海域での調査技術や内陸部の調査・評価技術等を組み合わせること

によって、海域においても陸域と同様に段階的な地質環境調査を実施することが可能と考えられ

る。  

 

３．２ 工学的対策技術について 

 工学的対策技術について、沿岸部の地質環境における特性のうち、化学場が人工バリア構成材

料に及ぼす影響について、関連する情報（例えば、菊池・棚井，2005；谷口ほか，2010;鈴木ほか，

2012；日本原子力研究開発機構，2013）の収集および整理を行い、それに基づき技術的対応可能

性の検討を行った。その結果、以下の点が確認された。 

○オーバーパックについては、室内試験により低酸素濃度下および塩水環境下におけるオーバ

ーパックおよび溶接部の腐食速度のデータが蓄積されてきている。塩水が腐食速度に及ぼす

影響は小さく、試験データに基づく腐食速度は、保守的に設定した第２次取りまとめ（核燃料

サイクル開発機構，1999a）における設計上の設定値より十分に小さい。 

○緩衝材については、室内試験によって塩水環境下での緩衝材の透水性や膨潤性等の各種特

性が明らかになっており、塩水環境下での透水性の変化や膨潤力の低下を考慮しても、緩衝

材の有効粘土密度を高めることで性能を確保できる見通しが得られている。また、種々の地下

水条件に適用可能な、再冠水に至るまでの過渡的な期間における緩衝材中の化学影響を考

慮した熱－水－応力－化学（THMC）連成解析モデルが開発されている。  

○地層処分低レベル放射性廃棄物の処分場で多く使用されるセメント系材料においても、室内

試験によって塩水環境下での変質による強度低下やひび割れの閉塞挙動が明らかになって

水深
地形調査 物理探査

海底堆積物
調査

海底湧水
調査

ボーリング
調査

長期地下水
モニタリング

内陸 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

0-5 m ◎ ◎ ◎ ◎ ◎＊ ○

5-30 m ◎ ◎ ◎ ◎ ◎＊ ○

30-100 m ◎ ◎ ◎ ◎ ◎＊ ○

100m- ◎ ◎ ◎ ◎ ◎＊ ○

◎：適用事例が豊富，○：適用事例が少数
＊ボーリング調査のうち孔内地下水サンプリングについては適用事例が少数



9 

 

おり、変質への対策としては密実なセメント系材料を使用することで性能を確保できる見通しが

得られている。 

なお、塩水環境下において人工バリアの構成材料の特性が変化しても、沿岸部の低い動水勾

配などとの組合せにより所定の機能を確保することも考えられる。 

以上のことから、人工バリア構成材料に及ぼす化学場の影響を考慮した工学的対策は実施可

能であると考えられる。 

 また、特に沿岸海底下に地下施設を設置する場合の建設・操業時の安全確保策についても検討

を行った。この場合、地下施設と陸域に設置される地上施設とを斜坑やスパイラル坑等から成るア

クセス坑道で連結することになり、陸域に地下施設を設置する場合と比べてアクセス坑道の総延長

が長くなる可能性がある。そのため、換気設備や排水設備の能力増強が必要になるとともに、建設

工程が増大化する等の影響が想定される。これらに対しては、湧水抑制対策技術や換気システム

等の既存技術等の適用実績（例えば、秋田，2011）を踏まえれば、既存技術を適用することで地下

施設の設計・建設が可能であると考えられる。 一方で、陸域の場合と比べて、換気や排水に係る

斜坑数が増えることとなるため、地下施設建設費が増加すると考えられる。 

 

３．３ 安全評価技術 

安全評価技術について、沿岸部の地質環境における特性のうち化学場・水理場の影響を考慮

した検討を行った。その結果、以下の点が確認された。 

○気候・海水準変動および隆起・侵食に伴う地質環境特性の変化や地表環境の変遷を考慮し

たシナリオ構築手法が開発されている（例えば、原子力発電環境整備機構，2011）。 

○核種移行評価モデルについては、シナリオ構築手法と同様に気候・海水準変動および隆起・

侵食に伴う地質環境特性の変化や地表環境の変遷を考慮した、人工バリア／天然バリア／生

活圏の核種移行評価モデルが開発されている（例えば、原子力発電環境整備機構，2011）。 

○核種移行評価モデルのデータセット設定に必要な様々なデータベース（熱力学、収着、拡散、

ガラスの溶解などに関する各データベース（例えば、舘・陶山，2016）、および地表環境におけ

る沿岸堆積物－海水間分配係数データベースや海水－沿岸生物濃縮係数データベース（例

えば、Takata et al., 2010；Tagami et al., 2013；Taｋaｔa et al., 2016））について、室内試験によ

って海水を含む多様な環境条件の核種移行データが取得されており、塩水環境下における

値も含めてデータベースの開発・更新が進められている。 

 

３．４ 沿岸部の特性を踏まえた技術的対応可能性のまとめ 

ここまでに抽出した沿岸部の特性を踏まえ、地質環境の調査・評価技術、工学的対策技術、安

全評価技術の３つの観点から技術的対応可能性を検討したところ、いずれについても、今後デー

タ等の拡充を行っていく必要はあるが、必要な基本的な技術は概ね整備されていると考えられる。 

上記で検討したとおり、沿岸海底下の場合も含め、段階的な処分地選定調査、工学的対策およ

び安全評価を適切に行うことによって、安全に地層処分を行うことは技術的な実現可能性があると

考えられる。 

ただし、今後、技術の高度化に引き続き取り組むとともにデータ等の拡充に取り組むことにより、
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更に信頼性を高めることが重要であると考えられる。 

 

４．信頼性向上に向けた課題の抽出・整理について 

 

３．にて、海域を含めた沿岸部において地層処分を実現するために必要な基本的な技術は概ね

整備されていることが示された。また、地層処分事業の具体的な実施という観点からは、特に個別

地域における概要調査や精密調査を実施するにあたって、今後、技術の高度化に引き続き取り組

むことで、更に信頼性を高めることが重要であることが示された。 

技術の高度化にあたって、地質環境の調査・評価技術、工学的対策技術、安全評価技術それ

ぞれの観点からは、沿岸部海域における調査・評価技術の適用性確認および事例の蓄積、塩水

環境下における人工バリア構成材料やグラウト材等の各種特性に係るデータの拡充および設計・

施工方法に係る検討、塩水環境下における核種移行データの拡充といった項目が考えられる。そ

れらの具体的内容および対応の方向性について表２～４に整理した。これに加えて、地質環境調

査・評価と、工学的対策や安全評価を組み合わせた包括的な調査・評価技術の体系的な整備を

実施する必要がある。 

 

表２ 地質環境調査・評価技術に係る高度化の方向性 

重点項目 高度化の方向性 

マグマ・深部流体等の有無を

確認するための調査・評価技

術の高度化  

• 海域を対象とした現地調査等により、物理探査手法の適用性を評価するととも

に、調査事例を蓄積する。  

隆起・侵食に係る調査・評価

技術の高度化  

• 「海成段丘などの有効な指標が発達しない沿岸部陸域」および「研究事例が少

ない沿岸部海域」を対象とした隆起・侵食に係る調査・評価技術、および海水準

変動により海底が陸化した際の下刻場所や下刻量を予測するための以下の調

査・評価技術の適用性を確認し、調査・評価事例を蓄積する。  

 内挿・外挿による隆起・侵食の評価技術  

 局所的な堆積物や侵食地形を指標とした隆起・沈降の調査・評価技術  

 分布が局所的な段丘、被覆層がほとんど分布しない岩石段丘などを対象とし

た段丘の対比・編年技術  

海陸接合部付近の活断層分

布を確認するための調査・評

価技術の高度化  

• 海陸接合部付近の海域における断層の分布や連続性等に係る調査事例を収

集・分析することにより、海底地形計測、音波探査、ボーリング調査、年代測定

等のそれぞれの調査技術の適用性を評価するとともに、調査技術の適切な組み

合わせ方を検討する。  

沿岸部海域におけるボーリン

グ調査技術および長期地下

水モニタリング技術の高度化  

• 沿岸部海域における孔口が海底にあるボーリング孔の掘削およびそれを用いた

調査や長期地下水モニタリングの事例の収集・分析により、調査技術の適用性

を評価する。  
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表３ 工学的対策技術に係る高度化の方向性 

重点項目 高度化の方向性 

オーバーパックの腐食速度に

係るデータの拡充  

• 溶接部を含め、沿岸部で想定される種々の地下水条件下（※１）で腐食試験を

行うことにより、溶接部を含む腐食データを拡充するとともに、既往の腐食寿命

評価や腐食代設定の適用性を確認する。 

緩衝材の各種特性に係るデ

ータの拡充 

• 沿岸部で想定される種々の地下水条件下（※１）で室内試験を行うことにより、周

辺母岩への浸入・浸食および流出現象、地下水浸潤挙動、膨潤圧、透水・せん

断・圧密特性、変質挙動を把握するためのデータを拡充する。   

セメント系材料の各種特性に

係るデータの拡充  

• 沿岸部で想定される種々の地下水条件下（※１）でバッチ式浸漬実験や通水実

験を行うことにより、特性や変質挙動に係るデータを拡充するとともに、既往の長

期的変質挙動評価モデルの適用性の確認や改良を行う。  

グラウト材の各種特性に係る

データの拡充  

• 沿岸部で想定される種々の地下水条件下（※１）に対する溶液型グラウトの設

計・施工・長期影響に関するデータを室内試験により取得し、適用性を評価す

る。  

グラウト注入施工方法および

その長期的耐久性の検討 

• グラウト材の即効性や耐久性、ニアフィールドシステムへの影響を考慮したグラ

ウト注入施工方法や注入後長期耐久性に係る検討を実施する。 

ニアフィールド領域構成材料

（※２）に係る各種データの拡

充に伴う現象モデルの高度化  

• 沿岸部で想定される種々の地下水条件下（※１）での緩衝材の力学挙動に係る

データを取得するとともに、取得したデータを活用して熱－水－応力－化学

（THMC）連成解析モデルの力学的現象に関するモデルの高度化を行う。  

• オーバーパック、緩衝材、セメント系材料の各個別要素に対する海水環境下で

の長期挙動評価モデル開発・データ取得等の成果を反映しつつ、鉄－ベントナ

イト－セメント系材料の相互作用や複合現象を考慮した評価手法を構築する。  

• 室内試験等を通じてモデルの信頼性を確認する。 

処分概念およびそれに必要な

総合的評価手法の構築  

• 沿岸海底下の特性を考慮した地下施設の配置、人工バリアの仕様と構成の組

み合わせによる種々の処分概念を検討し、その成立条件を確認する。  

 ニアフィールド領域構成材料（※２）間の相互作用を考慮した室内試験によ

り、人工バリア構成材料の各種特性や挙動に係るデータを拡充する。  

 拡充したデータに基づき、以下を考慮可能なニアフィールドシステムの総合

的評価手法を構築する。  

 個々のニアフィールド領域構成材料（※２）が塩水環境下で受ける影響

や、材料間の相互作用  

 建設から操業段階における塩水系地下水の湧水がニアフィールド領域

構成材料（※２）に与える影響（特に、緩衝材の流出挙動に与える影響）  

地上・地下施設の総合的な設

計の検討  

• 沿岸部の特徴を考慮した上で、制約条件を整理し、それを考慮した地上・地下

施設の総合的な設計を行う。また、その結果を踏まえて陸域の場合との共通点

や相違点を明確にするとともに、コストへの影響を整理する。  

 島嶼の場合は既存インフラの利用可能性等の観点を考慮する。  

 沿岸海底下の地下施設へアクセスするための坑道延長が長くなることを考慮

し、火災等の異常時対応も含めた換気システム等に係る検討を行う。 

 津波による地下施設の水没を防ぐために、地形条件を考慮した検討を行う。  

※１ 海水より塩分濃度の高い地下水環境下や、海水より塩分濃度の低い地下水環境下、種々の溶存成分の地

下水環境下等。 

※２ 人工バリア構成材料、隙間充填材、埋め戻し材、プラグ材、グラウト材、支保材等。   
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表４ 安全評価技術に係る高度化の方向性 

重点項目 高度化の方向性 

シナリオ構築手法の高度化  

• 沿岸海底下における塩水環境下や塩淡境界の遷移域における水理場および

化学場（地下水組成、有機物・微生物等）と、その変遷を考慮したシナリオを検

討する。  

 地質環境調査・評価技術および工学的対策技術との連携による、沿岸海

底下の地質環境特性およびその長期変遷、ニアフィールドの長期挙動に

係る情報の充実と、シナリオ構築への反映方法を検討する。  

核種移行評価モデルの高度化  

• 既存モデル化技術および拡充するデータを用いた沿岸海底下を対象とする

人工バリア／天然バリアの核種移行評価モデルおよび生活圏評価モデルの、

特に以下の観点に留意した適用性確認と改良・高度化、および事例の拡充を

行う。  

 天然バリア中の核種移行モードの変遷（例えば、拡散から移流へ）  

 化学場および水理場の時間的・空間的変遷の考慮  

 核種の流出域の変遷の考慮 

種々の地質環境条件下および

地表環境条件下における核種

移行データの拡充  

• 沿岸海底下等で想定される種々の地下水条件下（※）や、有機物・微生物特

性等が異なる地下水条件下での室内試験等によりデータを拡充する。 

• 沿岸部で想定される種々の地表環境条件下での試料採取や室内試験等によ

りデータを拡充する。 

※ 海水より塩分濃度の高い地下水環境下や、海水より塩分濃度の低い地下水環境下、種々の溶存成分の地下

水環境下等。 

 

なお、これらを効率的かつ着実に実施していくためには、実施主体である原子力発電環境整備

機構と基盤研究開発機関等が、今後の方向性を含めた今後の取組の全体像やその進捗状況を随

時共有していくことが重要である。その点については、原子力発電環境整備機構が実施主体として

主体的に進めていくとともに、原子力発電環境整備機構のニーズを踏まえて基盤研究開発機関等

が適切にサポートしていくことが重要である。その連携が適切に図られるよう、国として全体調整を

行うことも重要である。 
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